
22	 国際文化研修2023春　vol. 119

1　リスクコミュニケーションとクラ
イシスコミュニケーションの区別

　「リスクコミュニケーション」は、危機管理

の機能の中で極めて重要な役割を担うが、そ

れを理解するためにはまず、「リスク」と「ク

ライシス」の区別を理解しなくてはならない。

危機管理における「危機」の概念には「リス

ク」（risk）、「クライシス」（crisis）、「ハザー

ド」（hazard）、「ペリル」（peril）など多様な

側面があるが、リスクとは危機が発生する前

の段階であり、危機が潜在化している状態、

つまり危機が発生する可能性を意味している。

よって危機が発生する前に予防するための対

策、事前の対策を「リスクマネジメント」（risk 

management）と呼び、そのためのコミュニ

ケーション活動を「リスクコミュニケーショ

ン」（risk communication）と呼ぶことができ

る。また、危機が顕在化した状態、つまり発

生した後の状態をクライシスと呼び、危機が

発生した後の事後対応、事後対策によって被

害を最小限化するための対策が「クライシス

マネジメント」（crisis management）であり、

そのためのコミュニケーションを「クライシ

スコミュニケーション」と呼ぶ。日本人はそ

れらすべてを合わせて「危機管理」と表現し

てしまうため、その事前の危機管理としての

リスクマネジメント、リスクコミュニケーショ

ンと、事後の危機管理としてのクライシスマ

ネジメント、クライシスコミュニケーション

を区別することが苦手である。

　そう考えたとき、東日本大震災における大

津波警報は危機が発生した際に、人々の命を

守るための対応行動をとってもらうために実

施する情報伝達であり、図１のようなクライ

シスコミュニケーションの過程としてとらえ

ることができる。これは東日本大震災だけで
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図１　クライシスコミュニケーションのモデル

（福田，2010）
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なく、その後の西日本豪雨災害における避難

指示も、台風19号東日本豪雨災害における大

雨特別警報も同じく、クライシスコミュニケー

ションであるといえる。

　このように危機が発生したときに市民に危

機を知らせるための警報などの情報を伝達し、

避難行動などの対応行動を促すことによって

市民の命を守るためのクライシスコミュニ

ケーションは、地震や津波、大雨などの自然

災害に限ったことではない。それは福島第一

原発事故のような大規模事故においても、テ

ロ事件などのような国民保護事案においても、

市民の避難を促すための同様のクライシスコ

ミュニケーションが必要となる。さらには、

市民に感染予防対策を呼びかける、または外

出自粛や行動規制を呼びかける等の新型コロ

ナウイルスなど新感染症パンデミックで必要

となる緊急事態宣言の発出などもこうしたク

ライシスコミュニケーションに含まれる。

　近年、北朝鮮が発射を繰り返す弾道ミサイ

ルに対して、日本政府が定めた国民保護法と

地方自治体が定めた国民保護計画に基づき、

市民にリアルタイムで情報伝達する全国瞬時

警報システム（J-ALERT）の情報伝達もクラ

イシスコミュニケーションである。北朝鮮が

弾道ミサイルを発射して日本の本土を通過ま

たは着弾すると仮定した場合、東京など関東

地方には早ければ７分程度で飛来するため、

このJアラートの情報伝達の過程で海上自衛

隊の護衛艦やアメリカ軍の早期警戒衛星が発

射を覚知したあと、住民に防災行政無線など

で情報が伝わるまでに約５分程度かかれば、

住民が避難行動にとれる時間はたった２分で

ある。それくらいこの危機におけるクライシ

スコミュニケーションは、情報伝達に依存し

た時間との闘いだといえる。

　このように、危機管理におけるリスクコミュ

ニケーション、クライシスコミュニケーショ

ンは危機の種類を問わず、自然災害から原発

事故、テロリズム、ミサイル、戦争・紛争、

図２　ミサイル発射に対するＪアラートの情報伝達

（福田，2012）
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新感染症パンデミックまであらゆる危機に対

応せねばならないが、こうしたあらゆる危機

に対応するためのアプローチが、危機管理の

「オールハザード・アプローチ」（all hazard 

approach）と呼ばれ注目を集めている。

2　リスクコミュニケーションと危
機管理の４機能モデル

　筆者がこれまで長年にわたって提唱してき

た「危機管理学」を構成する４つの機能は、

①インテリジェンス、②セキュリティ、③ロ

ジスティクス、④リスクコミュニケーション

である。インテリジェンスとは危機に関する

情報を収集し分析する危機管理の第一歩であ

り、セキュリティとは危機の発生を防ぐため

にシステムの防御を高めるための活動であり、

ロジスティクスとはその危機管理を実践する

ために必要な装備や資材などを準備し輸送し

配置して使用することである。そして、リス

クコミュニケーションとはその危機に対して

社会がどのように対応すべきか社会で議論し

合意形成して政策化する過程である。

　つまり危機管理を実践するということは、

インテリジェンス活動を実践するということ

であり、その分析結果からセキュリティを高

め、ロジスティクスを構築し、リスクコミュ

ニケーションを実施するということを意味す

る。この４つの機能、活動が有機的に結びつ

いて連動して機能することで初めて、危機管

理が可能となる。これはリスクマネジメント

の段階でも、クライシスマネジメントの段階

でも同様である。

　たとえば、具体的に新感染症パンデミック

対策で考えてみたい。新型コロナウイルスが

感染拡大する以前から、日本政府は新型イン

フルエンザ等対策特別措置法に基づいて、新

型インフルエンザ等の新感染症に対して、「政

府行動計画」を構築し、全国自治体に行動計

画の策定を命じていた。この「政府行動計画」

の重要項目には以下の５つの項目が含まれて

いる。（カッコ内は筆者追加）

（1）外国や国内での発生状況、動向、原因の

情報収集（インテリジェンス）

（2）感染症の蔓延防止に関する措置（セキュ

リティ）

（3）医療の提供体制の確保のための総合調整

（ロジスティクス）

（4）地方自治体、指定公共機関、事業者、国

民への情報提供（リスクコミュニケーション）

（5）国民生活や国民経済の安定に関する措置

（セキュリティ・ロジスティクス）

　この「政府行動計画」における新型インフ

ルエンザ等の新感染症対策の５つの柱には、

危機管理において極めて重要な要素が網羅さ

れている。一つずつ見ていくと、新感染症に

ついて平常時から国内外の状況、特性、原因

の情報収集と分析を行うことは重要なインテ

リジェンス活動である。新感染症が発生した

場合に、初動の水際対策として出入国規制や

防疫・検疫体制を迅速に構築するなど感染症

の蔓延防止に関する措置をとることはセキュ

リティとして不可欠である。さらに新感染症

の感染拡大に備えて医療の提供体制を確保し、

病床やスタッフ、治療薬、ワクチンの確保を

行うなど医療ロジスティクスを構築すること

が極めて重要である。そして、新感染症の感

染予防策について政府や自治体、企業、学校、
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図３　危機管理の４機能モデル

（福田，2020）



オ
ー
ル
ハ
ザ
ー
ド
・
ア
プ
ロ
ー
チ
に
基
づ
く
危
機
管
理
と
リ
ス
ク
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

24	 国際文化研修2023春　vol. 119 	 国際文化研修2023春　vol. 119	 25

特
集
／
研
修
紹
介

市民に対してさまざまなメディアを通じて情

報提供するリスクコミュニケーションこそが、

感染拡大を防ぐための総合的感染症対策の中

心となる。このように、新感染症対策の危機

管理においても、この４つの機能は重要な役

割を果たす。

　感染症パンデミックだけでなく、この危機

管理の４機能は、首都直下地震や南海トラフ

巨大地震などの地震や津波、台風といった自

然災害や、福島第一原発事故のような原発事

故、航空機事故といった大規模事故において

も、テロリズムや犯罪などの治安犯罪対策に

おいても、北朝鮮ミサイル事案や台湾有事と

いった戦争・紛争などの安全保障においても、

サイバー攻撃や大規模な情報流出のような危

機においても、あらゆる危機の局面で重要な

役割を果たすのである。これもオールハザード・

アプローチが重要であることの証左である。

3　危機管理のオールハザード・ア
プローチの必要性

　本論でも、危機管理の４機能モデルの観点

から、またそのうちの一つ、リスクコミュニ

ケーションの観点から、危機管理にはオール

ハザード・アプローチが求められることを論

じてきた。オールハザード・アプローチとは、

あらゆる危機を対象としたマネジメントの構

築を目指す態度である。ではなぜ危機管理と

その学問領域である「危機管理学」にこのオー

ルハザード・アプローチが必要なのか。それ

は政府にとって、また自治体で働く公務員と

して、企業で働く会社員として、学校の教職

員として、病院の医療従事者として、そして

一市民として、社会で発生する危機を選ぶこ

とはできないからである。私たち市民は社会

で発生したあらゆる危機に巻き込まれ、そこ

で危機の種類を選別することはできない。だ

からこそ、政府や自治体、企業、病院などの

危機管理はあらゆる危機を対象としたもので

なくてはならない。

　先述した通り、危機にはさまざまな概念が

あり、そこにあらゆる種類の事象が含まれる

が、図４のようにあらゆるリスクは、大きく

「ハザード系リスク」と「ライフ系リスク」の

２つに分けることができる。地震や津波、大

雨のような自然災害や、原発事故などの大規

模事故、またテロやミサイルといった国民保

護事案、戦争・紛争などの安全保障、サイバー

図４　ハザード系リスクとライフ系リスクのモデル図
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攻撃などの情報セキュリティ、新型コロナの

ような感染症パンデミック、グローバルな気

候変動といった、滅多に発生することはない

ため非日常的であるが、一度発生すると社会

に大規模な被害をもたらす危機のことを「ハ

ザード系リスク」と呼ぶ。反対に、病気や交

通事故、火事、詐欺など社会において毎日の

ようにどこかで日常的に発生しているが、そ

の被害規模は大きくない危機のことを「ライ

フ系リスク」と呼ぶ。このライフ系リスクに

ついては、これまでも法学や経営学、医学な

どの従来の学問体系において研究され対策が

構築されてきた。しかしながら、ハザード系

リスクについては、自然科学において個別に

研究されてきた経緯はあるものの、社会全体

で法制度として、組織としてどのように危機

管理すべきかという社会科学的なアプローチ

による危機管理の研究は日本においてなされ

てこなかった。ハザード系リスクに対して、

政府や自治体がどのように対応すればよいの

か、また企業や学校はどのように対応すれば

よいのか、危機管理の視点から社会科学的に

研究、教育するアプローチは日本では非常に

弱かったと言わざるを得ない。

　そこで筆者が研究し構築してきたのがオー

ルハザード・アプローチによる危機管理学で

ある。筆者の考える危機管理学とは、図５の

ように横軸の「研究対象」はあらゆる危機を

対象とした「オールハザード・アプローチ」

を形成し、縦軸の「研究方法」は社会の法制

度や組織による危機管理を研究するために、

法学、政治学、社会学、経済学、心理学など

の社会科学を中心とした政策科学的な学際的

アプローチをとる。研究対象としてオールハ

ザード・アプローチを採用し、研究方法とし

て学際的アプローチによる公共政策学的手法

を採用するのが、筆者の構築した「危機管理学」

である。

 

4　民主主義的な合意形成過程とし
てのリスクコミュニケーション
　リスクコミュニケーションとは、平常時に

おいてあらゆる危機のリスク源を洗い出して、

リスク認知して想定し、リスク評価を行うこ

とによって、適切なリ

スクマネジメントを実行

する過程の総体を意味す

る。つまりリスクコミュ

ニケーションは図６のよ

うに、平常時においてな

される危機に関する議論

と合意形成、政策化の

過程と考えることができ

る。オールハザード・ア

プローチに基づき、さま

ざまなリスクに関して政

治やメディアにおいて議

題設定（agenda setting）

がなされ、市民が参加し

て時間をかけた冷静で合
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図５　オールハザード・アプローチと学際的アプローチ

（福田，2020）
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理的な議論がなされ、その議論によって市民

社会において合意形成がなされ、その合意が

社会の政策決定につながることが、市民の参

加による民主主義的なプロセスであり、リス

クコミュニケーションの本質である。危機事

態が発生した後に政策決定をすることは困難

であり危険でもある。危機事態においては危

険で極端な議論がなされる傾向があり、偏っ

た結論が導き出される可能性がある。だから

こそ、危機管理のためのリスクコミュニケー

ションは、平常時の理性的で合理的な合意形

成でなくてはならないのである。
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